
財政のあらまし

平成３０年６月

群 馬 県



この『財政のあらまし』は、県民のみなさまに、群馬県の財政状況や、主な施策を

お知らせすることによって、県政に対するご理解、ご協力をいただくため、毎年２回、

定期的に公表しているものです。

今回は、平成３０年度の当初予算を中心に、平成２９年度下半期の補正予算、予算

の執行状況なども加えて、財政の状況を説明します。

なお、平成３０年度当初予算や平成２９年度補正予算の概要は、群馬県ホームペー

ジ（http://www.pref.gunma.jp）にも掲載しております。
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第１ 群馬県の財政状況

Ⅰ 平成３０年度当初予算のあらまし

１ 平成３０年度当初予算編成についての基本的な考え方
（平成３０年２月１９日 平成３０年第１回定例県議会での知事の提案説明から）

〔当初予算編成の基本方針〕

今回の当初予算の編成に当たっては、総合計画における、３つの基本目標である、

・｢地域を支え､経済･社会活動を支える人づくり｣

・｢誰もが安全で安心できる暮らしづくり｣

・｢恵まれた立地条件を活かした産業活力の向上･社会基盤づくり」

の実現に向け、引き続き、１３の政策を着実に推進することを基本方針といたしました。

こうした方針のもとに、人づくりや社会基盤づくりなど、未来への投資を着実に進め、群馬

らしさを活かした豊かな社会の実現に向けた『ぐんまの未来創生予算Ⅱ』を編成したところで

あります。

〔当初予算の規模〕

平成３０年度の一般会計当初予算の総額は、７,３２９億８,０００万円であり、平成２９年

度当初予算に比べ１．２％の増となっております。

〔当初予算の財源〕

当初予算の主な財源についてでありますが、まず、県税収入については、平成２９年度は、

企業業績の改善などから、当初予算額を上回る、２,４２０億円程度が確保できる見通しとなり

ました。こうした状況を踏まえ、平成３０年度は、２,４８０億円と見込んだところであります

が、平成２８年度決算の水準には届いていない状況にあります。

また、財政調整基金及び減債基金の残高は、年々減少しており、歳出面でも、社会保障関係

費などが増加していることから、厳しい財源状況となりました。

このため、新たに、地域福祉基金からの取り崩しを行うこととし、また、本県の未来に向け

た事業については、企業局からの繰出金を原資とした「ぐんま未来創生基金」の活用や、残高

の抑制に努めつつ、必要な額の県債発行を行うことで、財源を確保したところであります。

なお、厳しい状況にあっても、財政調整基金については、当初予算編成後において１０億円

の残高を確保し、災害発生時などの緊急な財政出動に備えることとしました。

〔重点施策〕

それでは、平成３０年度に実施する重点施策について申し上げます。

まずは、「群馬コンベンションセンター『Ｇメッセ群馬』の整備の推進」であります。

産業経済部に「コンベンション推進局」を設置し、平成３２年の開所に向け、施設整備を着

実に進めるとともに、県内全域へのコンベンション誘致活動を強力に推進して参ります。これ

により、県内産業の活性化を図り、若者や女性をはじめ、新たな雇用の場の創出につなげてい

きます。

次に、「八ッ場ダム建設に伴う生活再建の推進」であります。

平成３１年度のダム完成にあわせ、地元住民の方々が安心して豊かな生活が送れるよう、道

路や関連施設の整備をはじめ、ダム湖を中心とした生活再建関連事業にしっかりと取り組んで

参ります。
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続いて、総合計画の３つの基本目標に沿って、主な事業について申し上げます。

基本目標の１点目は、「人づくり」であります。

障害者施策については、就労をはじめとした支援策を充実させます。

本年４月に、藤岡、富岡、吾妻及び沼田の各地域に特別支援学校高等部を開校し、未設置地

域を解消するとともに、鹿革加工や農業など、地域の特色を生かした作業学習を導入し、就労

の促進につなげていきます。

また、医療的ケアを行う看護師の増員などを行うことで、県内すべての地域の特別支援学校

や高等特別支援学校において、重複障害のある児童生徒の受け入れを図ります。

さらに、法定雇用率の引き上げを踏まえ、トップセミナーの回数を増やすなどし、障害者雇

用に対する企業の理解を深めていきます。

将来を担う子どもたちのための施策も充実させます。

児童虐待の増加などに対応して、児童相談所の体制強化を図るため、手狭となった東部児童

相談所の移転整備とあわせて、県内２カ所目となる一時保護所の整備を進めます。

また、地域で子どもの居場所づくりに携わる人材の育成に取り組むほか、児童養護施設を退

所する若者に対する相談事業を開始します。

職業人材の育成については、看護職員修学資金の返還免除対象となる施設に、介護老人福祉

施設を追加し、介護分野への看護師の就労を促進するほか、介護福祉士修学資金の貸与月額を、

これまでの３万６千円から５万円に引き上げるとともに、保証人要件を緩和することで、介護

人材の確保を図って参ります。

基本目標の２点目は、「安全で安心な暮らしづくり」であります。

地域包括ケアを推進するため、地域で開催される「自立支援型地域ケア会議」に、理学療法

士などを派遣することで、市町村による、高齢者の自立に向けたケアプランの作成を促すほか、

市町村が実施する認知症サポーター養成講座に講師を派遣するなど、認知症施策にも力を入れ

て参ります。

また、県民の皆様が生涯にわたり健康な生活が送れるよう、「元気に“動こう・歩こう”プ

ロジェクト」等を実施し、運動習慣や食習慣の改善を支援していきます。

有害鳥獣対策については、農林業被害を減らし、市街地への出没による事故を防止するため、

鳥獣保護区内での捕獲強化や、有害鳥獣の移動経路となっている河川の集中的な伐木、刈り払

い等を行います。

さらに、局地的豪雨や台風による災害を防止するとともに、被害の軽減を図るため、道路防

災や治水対策、土砂災害対策にも、引き続きしっかりと取り組んで参ります。

基本目標の３点目は、「産業活力の向上・社会基盤づくり」であります。

移転後のぐんま総合情報センター「ぐんまちゃん家」において、これまでの物産販売などに

加えて、季節ごとの「群馬の食」を提供し、食を通じた群馬の魅力をＰＲしていきます。

また、世界遺産に関する情報発信や解説、調査研究を行う「世界遺産センター」の整備を進

めるとともに、県産シルクの需要を喚起するため、魅力ある製品開発の支援などに取り組みま

す。

農業関係では、ジェトロと連携し、バイヤーを招いた商談会を開催することなどにより、県

産農畜産物等の輸出拡大に取り組むほか、林業関係では、製材工場への原木の安定供給や流通

コストの削減につなげるため、協定取引による直送販売の取り組みを支援します。

また、商工団体や金融機関等と連携し、事業承継診断等を実施し、中小事業者の円滑な事業

承継を支援するほか、観光面では、県域ＤＭＯである県観光物産国際協会等と連携しながら、

教育旅行や海外からの誘客を進めます。

高速交通網の効果を最大限に活かすため、７つの交通軸の整備を計画的に進めるほか、自動

車以外の移動手段も選択できる社会への転換を目指して、路線バスの乗り換え案内サービスの

充実や、東毛広域幹線道路へのバス高速輸送システムの導入可能性について検討します。
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〔おわりに〕

平成３０年度は、県総合計画及び県版総合戦略の３年目を迎え、本県の人口減少対策の要と

なる、群馬コンベンションセンターの建設を本格化させます。

県民生活を取り巻く環境が大きく変化する中、総合計画に位置付けた１３の政策を更に推し

進め、人・モノ・情報を呼び込むという新たな発想で、本県の未来を創生し、県民の皆様が、

安心して幸せを実感でき、将来にわたって住み続けたくなるような「魅力あふれる群馬」の実

現を目指して、平成３０年度当初予算の効果的な執行に全力を挙げて参ります。

県議会、県民の皆様の御理解と御協力を心からお願い申し上げます。
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２ 一般会計予算の概要

（１）予算の総額
平成３０年度の一般会計当初予算の総額は、７,３２９億８,０００万円で、前年度当初

予算に比べて、１０１.２％の予算額となっています。

第１表 一般会計予算の推移

区 分 当 初 予 算 額 最 終 予 算 額

金 額 前年度に対する 金 額 前年度に対する
年 度 増 減 率 増 減 率

百万円 ％ 百万円 ％平成 元 555,538 7.0 569,408 8.8

２ 594,223 7.0 617,452 8.4

３ 630,440 6.1 648,438 5.0

４ 667,755 5.9 692,316 6.8

５ 701,102 5.0 772,639 11.6

６ 746,041 6.4 737,011 △ 4.6

７ 765,555 2.6 774,296 5.1

８ 794,248 3.7 765,066 △ 1.2

９ 813,587 2.4 758,555 △ 0.8

１０ 842,971 3.6 875,765 15.5

１１ 864,889 2.6 848,218 △ 3.1

１２ 859,141 △ 0.7 817,559 △ 3.6

１３ 837,997 △ 2.5 808,747 △ 1.1

１４ 816,043 △ 2.6 778,788 △ 3.7

１５ 797,050 △ 2.3 767,428 △ 1.5

１６ 793,596 △ 0.4 765,610 △ 0.2

１７ 796,841 0.4 767,649 0.3

１８ 797,328 0.1 769,329 0.2

１９ 808,010 1.3 783,748 1.9

２０ 653,731 △19.1 651,300 △16.9

２１ 661,073 1.1 728,582 11.9

２２ 658,131 △ 0.4 683,694 △ 6.1

２３ 670,211 1.8 671,874 △ 1.7

２４ 665,388 △ 0.7 695,063 3.5

２５ 666,387 0.2 671,262 △ 3.4

２６ 681,587 2.3 693,929 3.4

２７ 715,966 5.0 720,520 3.8

２８ 721,638 0.8 724,729 0.6

２９ 724,563 0.4 732,072 1.0

３０ 732,980 1.2 － －

平成２０年度から、中小企業向け制度融資を特別会計に移管しました。注
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（２）歳入予算のあらまし

① 県 税

県税収入については、平成２９年度の収入状況及び最近における経済動向並びに税制改正

等を勘案し、総額２,４８０億円（対前年当初比＋５.５％、１３０億円の増）を計上しまし

た。

その税目別内訳は、第２表のとおりです。

平成３０年度 平成２９年度 差引増減 対前年度

当初予算額 当初予算額 （Ａ－Ｂ） 当初比

Ａ　 Ｂ　 Ｃ　 Ｃ／Ｂ　

個 人 71,495,947 28.9 69,956,210 1,539,737 2.2

法 人 11,474,495 4.6 9,914,055 1,560,440 15.7

利 子 割 588,607 0.2 539,608 48,999 9.1

小 計 83,559,049 33.7 80,409,873 3,149,176 3.9

個 人 1,954,232 0.8 1,848,464 105,768 5.7

法 人 56,612,813 22.8 49,704,284 6,908,529 13.9

小 計 58,567,045 23.6 51,552,748 7,014,297 13.6

3 42,709,426 17.2 40,947,538 1,761,888 4.3

4 5,330,294 2.2 5,212,081 118,213 2.3

5 2,147,321 0.9 2,267,434 △ 120,113 △ 5.3

6 1,165,548 0.5 1,195,075 △ 29,527 △ 2.5

7 3,820,783 1.5 3,539,220 281,563 8.0

8 16,196,331 6.5 15,633,658 562,673 3.6

9 34,484,008 13.9 34,219,876 264,132 0.8

10 1,705 0.0 1,739 △ 34 △ 2.0

247,981,510 100.0 234,979,242 13,002,268 5.5

11 18,490 0.0 20,758 △ 2,268 △ 10.9

18,490 0.0 20,758 △ 2,268 △ 10.9

248,000,000 100.0 235,000,000 13,000,000 5.5

県民税

軽 油 引 取 税

1

自 動 車 税

第２表　県税税目別内訳

自 動 車 取 得 税

構成比

県 た ば こ 税

（単位　千円、％）

不 動 産 取 得 税

税　　　　　目

鉱 区 税

事業税

ゴルフ場利用税

2

合　　　　　計

狩 猟 税

11　目的税計

1～10　普通税計

地 方 消 費 税
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【地方税法等の一部改正】

、 、平成３０年度税制改正に係る地方税法等の一部改正のうち 県税に関する主な改正内容は

次のとおりです。

ア 個人の県民税

働き方の多様化を踏まえ、特定の働き方だけでなく、様々な形で働く人を応援し 「働き、

」 、 、方改革 を後押しする観点から 給与所得控除・公的年金等控除の制度の見直しを図りつつ

一部を基礎控除に振り替えるなど以下の対応を行うこととなりました。

(ｱ) 給与所得控除・公的年金等控除から基礎控除への振替

・ 給与所得控除・公的年金等控除の引下げとともに、基礎控除を同額引上げ。

(ｲ) 給与所得控除の見直し

・ 給与所得控除が上限となる給与収入を1,000万円から850万円に引下げ。

・ 22歳以下の扶養親族や特別障害者控除の対象となる扶養親族等が同一生計内にいる者

には負担増が生じないように措置。

(ｳ) 公的年金等控除の見直し

・ 公的年金等収入が1,000万円超の場合、控除額に上限を設定。

・ 公的年金等収入以外の所得金額が1,000万円超の場合、控除額を引下げ。

(ｴ) 基礎控除の見直し

・ 合計所得金額2,400万円（給与収入2,595万円）超の納税義務者に係る基礎控除につい

て、控除額が逓減・消失する仕組みを設ける。

※ アの改正は、平成33年度分の個人の県民税から適用となります。

イ 自動車取得税

免税点（本則15万円）を50万円とする特例措置について、適用期限を平成31年９月30日ま

で１年半延長することとなりました。

ウ 不動産取得税

次に掲げる特例措置の適用期限を平成33年３月31日まで３年延長することとなりました。

・ 住宅及び土地の取得に係る税率（本則４％）を３％とする特例措置

・ 宅地評価土地の取得に係る課税標準を価格の２分の１とする特例措置

エ 県たばこ税

(ｱ) 税率の引上げ

県たばこ税率を平成30年10月１日から３段階で引上げることとなりました（国、県及び

市町村のたばこ税をあわせて１本当たり１円ずつ計３円 。）

【１箱20本あたりの税率】

改 正 後
改正前

H30.10.1～ H32.10.1～ H33.10.1～

県たばこ税 17.20円 18.60円(+1.4) 20.00円(+1.4) 21.40円(+1.4)

市町村たばこ税 105.24円 113.84円(+8.6) 122.44円(+8.6) 131.04円(+8.6)

122.44円 132.44円(+10) 142.44円(+10) 152.44円(+10)国のたばこ税(特別税含む)

合 計 244.88円 264.88円(+20) 284.88円(+20) 304.88円(+20)

(ｲ) 加熱式たばこの課税方式の見直し

加熱式たばこの課税区分を新設した上で、その製品特性を踏まえた課税方式（ 重量」「

と「価格」を紙巻たばこの本数に換算する方式）とし、平成30年10月１日から５年間かけ

て段階的に移行することとなりました。

、 、※ エ(ｲ)の改正の第一段階は平成30年10月１日から 第二段階は平成31年10月１日から

第三段階は平成32年10月１日から、第四段階は平成33年10月１日から、第五段階は平成

34年10月１日から適用となります。

オ 軽油引取税

課税免除の特例措置について、一部の業種に係るものを除き、適用期限を平成33年３月31

日まで３年延長することとなりました。
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② 国庫支出金
国庫支出金は、国と地方公共団体の経費の負担区分に従って支出される国の負担金、補助

金及び委託金の総称で、国の予算編成の状況や前年度実績を考慮して、８０２億４,７７６

万円（対前年比△４.３％、３６億１２４万円の減）を計上しました。

③ その他
地方譲与税、地方交付税などは、地方財政計画や前年度実績額などを考慮し、また、分担

金、負担金、使用料、手数料などは、前年度実績額などを考慮して計上しました。

繰入金は、減債基金の繰入の減などにより、２０６億７,８９１万円（対前年比△１１.２

％、２６億１,５７３万円の減）を計上しました。

県債は、投資的経費の確保に対応するため、通常債の発行を増やしたものの、前年度当初

予算において１５６億円を計上した減収補てん債を計上しなかったことにより、１,０４３

億４,１００万円（対前年比△１１.９％、１４１億５,９００万円の減）を計上しました。



(単位 千円）

増減額(Ｃ) 伸び率

(A)－(B) (C)/(B)

1 県 税 248,000,000 33.8% 235,000,000 32.4% 13,000,000 5.5%

2 地方消費税清算金 77,005,488 10.5% 73,530,000 10.1% 3,475,488 4.7%

3 地 方 譲 与 税 34,600,000 4.7% 33,900,000 4.7% 700,000 2.1%

4 地方特例交 付金 1,000,000 0.2% 900,000 0.1% 100,000 11.1%

5 地 方 交 付 税 124,100,000 16.9% 115,000,000 15.9% 9,100,000 7.9%

6 交通安全対策特別交付金 900,000 0.2% 900,000 0.1% 0 0.0%

7 分担金及び負担金 8,189,465 1.1% 7,201,758 1.0% 987,707 13.7%

8 使用料及び手数料 12,384,474 1.7% 13,474,589 1.9% △1,090,115 △8.1%

9 国 庫 支 出 金 80,247,763 10.9% 83,849,005 11.6% △3,601,242 △4.3%

10 財 産 収 入 1,519,883 0.2% 1,335,914 0.2% 183,969 13.8%

11 寄 附 金 18,154 0.0% 127,096 0.0% △108,942 △85.7%

12 繰 入 金 20,678,909 2.8% 23,294,634 3.2% △2,615,725 △11.2%

13 繰 越 金 10,000 0.0% 10,000 0.0% 0 0.0%

14 諸 収 入 19,984,864 2.8% 17,540,004 2.4% 2,444,860 13.9%

15 県 債 104,341,000 14.2% 118,500,000 16.4% △14,159,000 △11.9%

　臨時財政対策債 46,400,000 6.3% 46,000,000 6.3% 400,000 0.9%

　減収補てん債 0 0.0% 15,600,000 2.2% △15,600,000 皆減

　そ　　の　　他 57,941,000 7.9% 56,900,000 7.9% 1,041,000 1.8%

732,980,000 100.0% 724,563,000 100.0% 8,417,000 1.2%

内 自 主 財 源 387,791,237 52.9% 371,513,995 51.3% 16,277,242 4.4%

訳 依 存 財 源 345,188,763 47.1% 353,049,005 48.7% △7,860,242 △2.2%

  

第３表　一般会計の当初予算額（歳入）〔平成３０年度と平成２９年度との比較〕

比　較平成３０年度 平成２９年度

構成比

注　内訳の依存財源には地方譲与税、地方特例交付金、地方交付税、交通安全対策特別交付金、国庫支出金及び
　県債を、自主財源にはそれ以外の財源を区分しました。

科　　      目

計

当初予算額
（Ａ）

構成比
当初予算額
（Ｂ）
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（３）歳出予算のあらまし
平成３０年度は、県政の羅針盤であります「新総合計画」と「総合戦略」の３年目となりま

す。平成３０年度当初予算は、人づくりや社会基盤づくりなど、未来への投資を着実に進め、
「ぐ群馬らしさを活かした豊かな社会の実現に向けて、しっかり取り組む予算であり、名称は

といたしました。んまの未来創生予算Ⅱ」
この予算を活用し、総合計画における３つの基本目標である「地域を支え、経済･社会活動

を支える人づくり 「誰もが安全で安心できる暮らしづくり 「産業活力の向上･社会基盤づ」、 」、
くり」の実現に向け、計画に位置づけた１３の政策を着実に推進していきます。
主な事業は、次のとおりです。

① 地域を支え、経済・社会活動を支える人づくり

ア 群馬の未来を担う子ども・若者の育成
・桐生・みどり地区新高校整備（新規）（予算額：１７６,７０５千円）（債務負担行為：２４１,２５９千円）

再編整備計画に基づき、桐生高校と桐生女子高校、桐生南高校と桐生西高校を統合し、平
成３３年４月に新たな高校として開校するため、必要な施設整備を進めます。

・東部児童相談所の移転整備（予算額：２７７,２３０千円）（債務負担行為：９３０,５０１千円）
手狭となっている東部児童相談所を移転整備して相談体制を強化するとともに、一時保護
所（定員３０名）を新たに併設することで、中央児童相談所一時保護所（定員３６名）にお
いて定員超過が常態化している状況の解消を図ります。

・子どもの居場所づくりの推進（一部新規 （予算額：６,０７７千円））
子どもの居場所づくりに取り組む人材の研修や、民間団体による子ども食堂や無料学習塾
の立ち上げ等の支援を行います。

・社会的養護自立支援（新規 （予算額：９,２８０千円））
・里親委託等推進強化（新規 （予算額：１,７４２千円））

児童養護施設等を退所する児童や、既に退所した者に対して生活相談や就労相談等を実施
し、自立支援を強化します。また、養護が必要な児童をできるだけ家庭的な環境で養育する
ため、里親委託を推進する取組を強化します。

イ 群馬の飛躍と地域の安心を支える職業人材の育成
・医師確保対策（一部新規 （予算額：３９６,２０４千円））

特定診療科での医師不足を解消するため、医師確保修学研修資金の貸与対象診療科に総合
診療を追加するほか、地域医療支援センターにおいて、各地域における適正な医師配置の取
組を進めます。

・看護職員修学資金貸与（一部新規 （予算額：８４,９８４千円））
看護師を目指す学生に対して実施している看護職員修学資金について、通信制養成所の在
学者に貸与を開始するとともに、一定期間勤務することで返還免除となる施設に介護老人福
祉施設を追加します。

・介護人材確保対策（一部新規 （予算額：１２０,８９１千円））
、 、介護人材確保対策として 修学資金の貸与月額を３万６千円から５万円に引き上げるほか

中高生や留学生等を対象にした進路相談や職場体験などを実施する養成校等を支援します。
また、福祉職等合同入職式を開催し、施設や事業所の垣根を越えた交流とネットワークづく
りを支援します。

ウ 交流・移住・定着促進
・ぐんま暮らし支援（予算額：４３,４４４千円）

動画や画像等を活用したＷｅｂ媒体でのプロモーションにより、若年層への情報発信を強
化するとともに、ぐんま暮らし支援センター（東京有楽町交通会館内）で、本県での暮らし
に関する情報と、就職情報を一元的に提供し、本県への移住を促進します。

・若者就職支援（予算額：１３８,２８９千円）
若者就職支援センター（ジョブカフェぐんま）の運営を通じて、カウンセリングから職業
紹介、就職後のフォローアップまで、ワンストップによる若者の県内就職や職場定着を支援
します。

エ 家族の理想実現
・総合的な少子化対策推進（一部新規 （予算額：６３,９５６千円））

新婚の低所得世帯を支援する結婚新生活支援や、当県の子育て環境の優位性をＰＲする冊
子を作成するなど、総合的な少子化対策を推進します。

・子ども・子育て支援事業費（予算額：１１,４０９,２９６千円）
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社会全体で子育てを支援し、安心して子どもを育てられる環境を整えるため、民間保育所
等の運営費や認定こども園整備のための施設改修等を支援するなど、子ども・子育て支援事
業を実施します。

・子ども医療費補助（予算額：３,９９１,０８５千円）
・第３子以降３歳未満児保育料免除（予算額：３２３,６２１千円）

子育て世帯の経済的負担を軽減するため、中学校卒業までの子ども医療費の無料化や、第
３子以降の３歳未満児の保育料無料化を継続して実施します。

・働きやすい職場環境づくり（一部新規 （予算額：５,２１９千円））
働き方改革の具体的な取組方法や優良事例等をまとめた実践ガイドを作成するとともに、
商工会議所・商工会の経営指導員等を対象に研修会を開催します。

オ 多様な人材の活躍応援
・重複障害生徒受入整備（予算額：２９６,６９８千円）
・特別支援学校医療的ケア推進（予算額：５６,６１３千円）

特別支援学校に配置する看護師を増員し、平成３０年４月からすべての地域で重複障害の
ある児童生徒を受け入れるとともに、医療的ケアの必要な児童生徒の増加に対応します。ま
た、一部の特別支援学校で行われている保護者待機を解消します。

・沼田特別支援学校整備（予算額：１,０８２,７０２千円）
・特別支援学校高等部整備（予算額：１,３３９,５７６千円）（債務負担行為：８２６,３８６千円）

特別支援学校高等部未設置地域である沼田、藤岡、富岡、吾妻の４地域において、平成３０
年４月から生徒の受入を開始します。また、４地域それぞれで必要な新校舎等の整備を進め
ます。

・特別支援学校作業学習充実（予算額：２０,９８１千円）
・農福連携推進（新規 （予算額：５,２６７千円））

特別支援学校生の就労を促進するため、鹿革加工や農業など地域の特色ある環境を活かし
た新たな作業種を導入します。また、農業者向けの研修会開催や農業者と障害者のマッチン
グをＪＡに委託するなど農福連携を推進します。

・障害者雇用促進強化対策（一部新規 （予算額：４５,２１４千円））
障害者雇用フェア（仮称）を開催し、障害者や障害者雇用への理解を広めるほか、企業経

営者に理解を深めてもらうため障害者雇用促進トップセミナーの回数を増やして実施します。

② 誰もが安全で安心できる暮らしづくり

ア 安心な暮らし実現
・振り込め詐欺等根絶対策（一部新規 （予算額：４６,７４４千円））

特殊詐欺対策について、電話機に取り付けて通話を自動録音する装置を高齢者世帯に貸し
出したり、無人ＡＴＭに音声ガイダンス付きの啓発パネルを設置するなど、関係団体と連携
して様々な対策を講じます。

・災害に強い県土を築く防災・減災対策（予算額：１１,８１４,６１４千円）
局地的集中豪雨や台風などによる災害の未然防止や被害軽減を図るため、ソフト・ハード

両面からの道路防災や治水対策、土砂災害対策を推進します。
・高崎北警察署（仮称）新設整備

（予算額：２７,９００千円 （債務負担行為：７２,１００千円））
高崎警察署の管轄区域を分割し新設予定の高崎北警察署（仮称）について、建設工事に向

けた基本・実施設計を進めます（平成３４年４月開署予定 。）
・県有施設等長寿命化推進（予算額：２,０４０,０００千円）

老朽化が進行する県有施設や県立学校施設について、計画的な維持修繕を行うことで、施
設の長寿命化を図ります。

イ 医療・福祉連携による優しいぐんま推進
・地域密着型介護拠点等整備・開設準備経費補助（予算額：１,２０４,１３４千円）
・老人福祉施設整備費補助（予算額：３８２,１２８千円）

第７期高齢者保健福祉計画に基づき、地域密着型特別養護老人ホーム等の整備を進めると
ともに、広域型特別養護老人ホームの施設整備に対し補助します。

・地域包括ケアの推進（一部新規 （予算額：９,７６７千円））
高齢者の自立に向けたケアプランを作成するために市町村が開催する「自立支援型地域ケ

ア会議」にアドバイザーや理学療法士等の専門職を派遣したり、市町村トップセミナーの開
催を通じて、高齢者の自立支援や重度化防止の取組を強化するなど、市町村や関係団体等と
連携しながら地域包括ケアシステムを推進します。

・認知症施策の推進（一部新規 （予算額：５９,８５４千円））
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市町村における認知症サポーターの養成や市民後見人の育成を支援するとともに、認知症
への対応力を向上させる医療従事者向け研修を開催するなど、認知症に対する理解促進や早
期診断、高齢者等の権利擁護などを進める取組を実施します。

・健康寿命延伸対策（一部新規 （予算額：８,６９４千円））
県民が生涯にわたり健康な生活を送れるよう、歩くことを楽しむための「ぐんま元気アプ

リ」の製作や、糖尿病予防指導プログラムの開発など、健康寿命の延伸対策を強化します。
・医療的ケア児等支援強化（一部新規 （予算額：５,６５７千円））

重度心身障害児（者）の訪問看護支援事業を充実し、在宅で介護する家族のレスパイト時
間を確保するなど、医療的ケア児等を支援する取組を強化します。

・国民健康保険特別会計の設置（新規 （予算額：１８４,３４６,８８２千円））
平成３０年度から、市町村とともに県が国民健康保険の運営を行うため、特別会計を設置
します。

ウ 優れた群馬の環境の保全・継承
・有害鳥獣対策（一部新規 （予算額：７８７,４８９千円））

イノシシやシカなどの有害鳥獣について、農林業被害や市街地出没による事故を軽減する
ため、鳥獣保護区内での捕獲強化や侵入防止柵の設置に対する支援、有害鳥獣の移動経路と
なっている河川の伐木、刈り払いの集中的な実施など、関係者が連携しながら様々な対策を
実施します。

・ライフル射撃場整備推進（予算額：８８５,０７７千円）
有害鳥獣捕獲の担い手を確保・育成するため、安中市内にあるクレー射撃場に、新たにラ

イフル射撃場を整備します。
・汚水処理施設整備費補助（予算額：６５４,１６６千円）

市町村が実施する汚水処理施設整備に対する補助を実施するとともに、個人が行う流域関
連公共下水道への排水設備工事に対して、継続して、市町村と連携し補助を行います。

エ 地域住民がともに助け合う「地域力」強化
・学園祭での消防団員募集活動（新規 （予算額：９００千円））

消防団員の減少が続く中、近年増加傾向にある学生団員のさらなる入団促進のため、県内
２大学の学園祭に消防団員募集ブースを出展します。

・地域おこし協力隊の活動・定住支援（予算額：４,５６３千円）
県内市町村の「地域おこし協力隊」の募集情報を一括して発信するとともに、県内隊員の

情報交換会や研修会などを実施します。また、任期終了後の起業や地域への定着を支援する
ためのアドバイザー派遣などを実施します。

③ 産業活力の向上・社会基盤づくり

ア 群馬の未来を見据えた経済・雇用戦略
・コンベンション施設整備（予算額：１０,８３９,２０８千円）
・コンベンション推進（予算額：２５,７２３千円）

本県の優れた拠点性を活かして、県内産業のさらなる発展や新たな産業の創出、若者や女
性の雇用創出を図るため、群馬コンベンションセンター「Ｇメッセ群馬」の建設工事を推進
します。また、指定管理者の選定など、平成３２年度の開所に向け準備を進めるとともに、
コンベンションの誘致活動を展開します。

・農畜産物等輸出促進（一部新規 （予算額：４５,９１１千円））
農畜産物等の販路拡大を推進するため、欧州でのプロモーションや東南アジア向けの青果

物輸出促進に引き続き取り組むとともに、新たにジェトロと連携したバイヤー招へい商談会
等を実施します。

・事業承継支援（新規 （予算額：２,４０７千円））
商工団体、金融機関等と連携し、事業承継診断や中小企業診断士による適切な支援を行う

など、県内中小企業の円滑な事業承継を支援します。
・海外セールスプロモーション（予算額：３２,０５９千円）

東アジアやＡＳＥＡＮ諸国、オーストラリアを中心に、外国語パンフレットの作成や旅行
博への出展などによる海外セールスプロモーションを実施し、外国人誘客を図ります。

イ 群馬の産業の強みを活かす戦略
・県産材流通改革促進対策（新規 （予算額：１４,７００千円））

「林業県ぐんま」への飛躍を目指し、施業の集約化や路網整備、高性能林業機械等の導入
を支援します。また、新たに県産材流通改革促進対策として、森林組合等の供給者と製材工
場等の需要者と需給調整や原木の仕分等に係る経費を助成し、直送販売を促進します。
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・ 野菜王国・ぐんま」総合対策（予算額：１４０,０００千円）「
・県産農畜産物ブランド力強化対策（予算額：４０,１４３千円）

認定農業者や農業団体等の設備や機械の導入を支援する「野菜王国・ぐんま」の取組や、
消費者の視点を重視した県産農畜産物ブランド力強化対策などにより、県内農業のさらなる
振興を支援します。

・県産シルクブランド力向上支援（新規 （予算額：１０,０００千円））
外部専門家を活用した付加価値の高いシルク製品の開発を支援することや、通信販売事業

者と連携した県産シルク製品のＰＲなどにより、県産シルクのブランド力向上に取り組みま
す。

・魅力ある観光地域づくり推進（一部新規 （予算額：７５,６５３千円））
リピーター獲得をねらった教育旅行の推進や、周遊観光パスポートの実施、栃木・茨城と

連携したＪＴＢ全国キャンペーン「日本の旬 北関東」の支援など、県域ＤＭＯである県観
光物産国際協会と連携して魅力ある観光地域づくりを推進します。
・制度融資（予算額：３９,７４４,４４３千円）
（債務負担行為：１７６,０００千円 （中小企業振興資金特別会計））
制度融資により、中小企業を金融面から支援するほか、商工会、商工会議所及び産業支援

機構による経営相談など、きめ細かな支援を行います。

ウ 豊かな文化・魅力を活かしたイメージアップ
・ぐんま総合情報センター運営（予算額：１４４,９５３千円）

移転後のぐんま総合情報センター（ぐんまちゃん家）において、従前からのパブリシティ
活動や物産販売などに加えて、季節ごとの「群馬の食」を提供することとし、食を通じて群
馬の魅力をＰＲします。

・世界遺産センター整備・運営（予算額：１８３,６１４千円）
世界遺産構成４資産などの情報発信や解説及び調査研究を行うため、上州富岡駅前の富岡

倉庫内に世界遺産センターを設置します。
・東国文化周知（一部新規 （予算額：２６,５５１千円））
・ 世界の記憶」上野三碑周知（一部新規 （予算額：５,０００千円）「 ）

黒井峯遺跡において、当時の村の様子をＡＲ技術によりスマホ等で視覚的に再現できるよ
うにするほか、県内出土埴輪の人気投票などにより、東国文化の周知を進めます。また、ユ
ネスコ「世界の記憶」に登録された上野三碑について、高崎市と連携して県内外にその価値
を発信します。

・稜線トレイル活用推進（一部新規 （予算額：３１,０３８千円））
ぐんま県境稜線トレイルについて、未開通部分の整備や既設登山道の再整備による安全対

策を進め、周辺の温泉地等と組み合わせたＰＲを行います。また、８月１１日の山の日には
全線開通を記念するイベントを実施します。

・競技力向上対策・目指せ！未来のアスリートわくわく運動プロジェクト（一部新規）
（予算額：２０６,０００千円）
県のスポーツ水準を高め、国体等で優秀な成績を収められるよう競技力向上対策に取り組

むほか、２０２８国体・全国障害者スポーツ大会で活躍が期待される世代の子どもとその家
族を対象とした親子スポーツ教室や運動能力の適性診断など、目指せ！未来のアスリートわ
くわく運動プロジェクトを実施します。

エ 群馬の未来を支える社会基盤づくり
・道路ネットワークの構築（予算額：２１,０２７,２３２千円）

高速交通網の効果を最大限に活かすため、アクセス道路となる「７つの交通軸」を、引き
続き重点的、計画的に整備します。

・八ッ場ダム関連（予算額：１４,６４７,０４９千円）
平成３１年度完成に向けて本体工事が進められている八ッ場ダムについて、建設事業に対

する負担金を予算計上するとともに、生活再建に向けた事業を着実に推進します。
・交通まちづくり戦略推進（新規 （予算額：１１３,６６５千円））

地域の重要な移動手段であるバスや鉄道の維持・活性化のため、路線バスの乗り換え検索
、 。 、 、サービスの充実や 県内バスへの交通系ＩＣカードの導入検討などを実施します また 県

、 、 。沿線市町村 鉄道事業者が協力して 利用促進のためのアクションプログラムを策定します

④ 県政改革の推進

・総合計画・総合戦略推進
平成２７年度に策定した「総合計画」及び「群馬版総合戦略」について、外部有識者に

よる評価・検証を受け、しっかりと進行管理しながら着実に推進します。



(単位 千円)

当初予算額 当初予算額 増減額 伸び率

（Ａ） （Ｂ） (Ｃ) (A)-(B) (C)/(B) 国庫支出金 県　債 その他

1 議 会 費 1,528,287 0.2% 1,522,635 0.2% 5,652 0.4% 137 1,528,150

2 総 務 費 34,637,888 4.7% 35,839,180 4.9% △1,201,292 △3.4% 3,114,017 1,373,000 2,467,985 27,682,886

3 企 画 費 3,711,445 0.5% 3,064,069 0.4% 647,376 21.1% 708,394 355,000 551,194 2,096,857

4
生 活 文 化
ス ポ ー ツ 費

4,770,045 0.7% 4,796,287 0.7% △26,242 △0.5% 152,587 142,000 584,049 3,891,409

5 こ ど も 未 来 費 23,266,933 3.2% 22,808,924 3.1% 458,009 2.0% 2,736,936 289,000 603,320 19,637,677

6 健 康 福 祉 費 117,627,694 16.1% 122,239,751 16.9% △4,612,057 △3.8% 10,325,635 1,007,000 7,577,284 98,717,775

7 環 境 森 林 費 17,850,731 2.4% 17,026,781 2.3% 823,950 4.8% 3,941,782 4,679,000 2,878,309 6,351,640

8 労 働 費 2,564,668 0.3% 2,396,845 0.3% 167,823 7.0% 1,153,637 435,906 975,125

9 農 政 費 21,117,069 2.9% 20,024,883 2.8% 1,092,186 5.5% 5,173,221 1,062,000 3,852,960 11,028,888

10 産 業 経 済 費 17,461,747 2.4% 7,836,460 1.1% 9,625,287 122.8% 1,687,628 8,448,000 1,248,946 6,077,173

11 県 土 整 備 費 82,388,183 11.2% 83,827,249 11.6% △1,439,066 △1.7% 18,492,166 32,345,000 16,602,974 14,948,043

12 警 察 費 42,632,777 5.8% 42,599,102 5.9% 33,675 0.1% 717,525 935,000 2,720,471 38,259,781

13 教 育 費 168,021,107 22.9% 170,006,128 23.6% △1,985,021 △1.2% 30,187,746 5,830,000 6,761,619 125,241,742

14 災 害 復 旧 費 3,342,525 0.5% 3,727,035 0.5% △384,510 △10.3% 1,856,489 1,476,000 1,458 8,578

15 公 債 費 105,687,283 14.4% 106,661,566 14.7% △974,283 △0.9% 1,414,789 104,272,494

16 諸 支 出 金 86,171,618 11.8% 79,986,105 11.0% 6,185,513 7.7% 86,171,618

17 予 備 費 200,000 0.0% 200,000 0.0% 0 0.0% 200,000

732,980,000 100.0% 724,563,000 100.0% 8,417,000 1.2% 80,247,763 57,941,000 47,701,401 547,089,836

11.0% 7.9% 6.5% 74.6%

注　一般財源には、臨時財政対策債46,400,000千円を含みます。

第４表　一般会計の当初予算額（歳出・目的別）〔平成３０年度と平成２９年度との比較〕

特　定　財　源

平成３０年度当初予算額の財源内訳平成３０年度 平成２９年度 比　較

一般財源構成比 構成比
科       目

計

財源割合(%)

(単位 千円)

増減額（Ｃ） 伸び率

(A)-(B) (C)/(B)

358,570,916 48.9% 363,414,501 50.2% △4,843,585 △1.3%

1 221,143,168 30.2% 225,273,932 31.1% △4,130,764 △1.8%

2 32,171,689 4.4% 31,901,121 4.4% 270,568 0.8%

3 105,256,059 14.4% 106,239,448 14.7% △983,389 △0.9%

111,110,602 15.2% 106,594,648 14.7% 4,515,954 4.2%

4 107,679,085 14.6% 102,867,613 14.2% 4,811,472 4.7%

5 3,431,517 0.5% 3,727,035 0.5% △295,518 △7.9%

263,298,482 35.9% 254,553,851 35.1% 8,744,631 3.4%

6 26,136,166 3.6% 26,317,277 3.6% △181,111 △0.7%

7 6,420,984 0.9% 5,805,173 0.8% 615,811 10.6%

8 204,438,276 27.9% 204,876,088 28.3% △437,812 △0.2%

9 4,453,169 0.6% 8,252,249 1.2% △3,799,080 △46.0%

10 289,644 0.0% 226,849 0.0% 62,795 27.7%

11 4,279,692 0.6% 4,530,625 0.6% △250,933 △5.5%

12 17,080,551 2.3% 4,345,590 0.6% 12,734,961 293.1%

13 200,000 0.0% 200,000 0.0% 0 0.0%

732,980,000 100.0% 724,563,000 100.0% 8,417,000 1.2%

注　構成比は表示単位未満の四捨五入の関係で、合計が一致しない場合があります。

当初予算額 (Ａ) 構成比

扶 助 費

災 害 復 旧 事 業 費

人 件 費

区　　　　　　　分

公 債 費

貸 付 金

第５表　一般会計の当初予算額（歳出・性質別）〔平成３０年度と平成２９年度との比較〕

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

当初予算額 (Ｂ) 構成比

物 件 費

維 持 補 修 費

そ の 他 経 費

比　　較平成２９年度平成３０年度

歳     出     合     計

義 務 的 経 費

普 通 建 設 事 業 費

予 備 費

補 助 費 等

繰 出 金

投 資 的 経 費
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３ 特別会計予算の概要

群馬県の会計には、一般会計のほかに特別会計があります 「特別会計」とは、一般会計から。

独立して運営するのが適当な事業について設けられている会計です。

特別会計の平成３０年度当初予算額は、１２会計合計で３,３５３億４,２４７万円となってい

ます。平成３０年度から、新たに国民健康保険特別会計を設置したため、前年度の当初予算額

１,５９１億８,００６万円に比べて１,７６１億６,２４１万円の増となっています。

特別会計では、それぞれ次のようなことを実施しています。

（１）母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計

母子家庭・父子家庭や寡婦の方に、生活の安定・向上のために資金を貸し付けます。

（２）農業改良資金特別会計

農業技術を導入するための資金、農家生活を改善するための資金、農業後継者を育成す

るための資金を貸し付けます。

（３）県有模範林施設費特別会計

県で所有している森林の管理、経営、処分などを行います。

（４）小規模企業者等設備導入資金助成費特別会計

中小企業者が共同して経営基盤の強化や経営環境の改善に取り組むための資金を貸し付

けます。

（５）用地先行取得特別会計

県の施設を整備するために必要な土地の購入を行います。

（６）収入証紙特別会計

使用料や手数料などの収入に用いる群馬県証紙の発行などを行います。

（７）林業改善資金特別会計

、 、 、林業技術を導入するための資金 林業従事者の安全の確保 福祉を増進するための資金

青年林業者の研修、経営開始のための資金を貸し付けます。

（８）流域下水道事業費特別会計

原則２つ以上の市町村にまたがる流域下水道の建設・管理を県が行います。

（９）公債管理特別会計

満期一括償還方式である市場公募債の発行、償還などを行います。

（10）中小企業振興資金特別会計

中小企業者が有利な条件で金融機関から融資を受けられる制度を運営します。

(11）新エネルギー特別会計

県有施設に設置した太陽光発電施設の維持・管理を行います。

(12）国民健康保険特別会計

市町村から納付金を徴収し、保険給付費として市町村に交付するなど、県が国民健康保

険の財政運営を実施します。



(単位 千円)

       区　　　分        平成３０年度 平成２９年度

当初予算額 当初予算額 増減額 伸び率

　会　計　名 （Ａ） （Ｂ） (Ｃ) (A)-(B) (C)/(B) 国庫支出金 県　　債 そ の 他

母子父子寡婦福祉資金
貸 付 金

316,746 367,809 △51,063 △13.9% 141,231 175,515

農 業 改 良 資 金 66,455 78,128 △11,673 △14.9% 46,166 20,289

県 有 模 範 林 施 設 費 76,304 78,188 △1,884 △2.4% 194 62,678 13,432

小 規 模 企 業 者 等 設 備
導 入 資 金 助 成 費

89,533 100,974 △11,441 △11.3% 77,314 12,219

用 地 先 行 取 得 1,403,004 1,693,051 △290,047 △17.1% 300,000 796,030 306,974

収 入 証 紙 6,656,454 6,397,117 259,337 4.1% 6,357,003 299,451

林 業 改 善 資 金 514,126 424,109 90,017 21.2% 299,126 215,000

流 域 下 水 道 事 業 費 9,467,567 8,751,700 715,867 8.2% 1,615,450 749,600 7,102,517

公 債 管 理 92,656,505 91,450,856 1,205,649 1.3% 65,332,000 27,324,505

中 小 企 業 振 興 資 金 39,744,443 49,834,238 △10,089,795 △20.2% 39,744,443

新 エ ネ ル ギ ー 4,449 3,887 562 14.5% 4,001 448

国 民 健 康 保 険 184,346,882 184,346,882 皆増 52,561,834 131,785,048

合　　　計 335,342,468 159,180,057 176,162,411 110.7% 54,177,478 66,381,600 213,740,062 1,043,328

注　特定財源の「その他」には、一般会計からの繰入金や制度融資に係る元金収入等が含まれます。

第６表　特別会計の当初予算額〔平成３０年度と平成２９年度との比較〕

繰 越 金

平成３０年度当初予算額の財源内訳

特　　定　　財　　源

 比     較
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